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議案第12号 

 

   令和４年度松野町一般会計補正予算（第８号） 

 

 令和４年度松野町の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ134,954千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,460,290千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和５年３月10日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 4年度松野町一般会計予算に関する説明書

２８４，１５３
1.町税

７，５７３ ２９１，７２６

1.町民税
１０３，５６５ ２，７０２ １０６，２６７

2.固定資産税
１４１，１１０ ４，７１６ １４５，８２６

3.軽自動車税
１６，８５９ １５５ １７，０１４

２，０８５，０７６
10.地方交付税

６１，５６６ ２，１４６，６４２

1.地方交付税
２，０８５，０７６ ６１，５６６ ２，１４６，６４２

７，５３２
12.分担金及び負担金

１，５７５ ９，１０７

2.負担金
５，０６５ １，５７５ ６，６４０

４６，５１２
13.使用料及び手数料

△１，７６１ ４４，７５１

1.使用料
３５，７０１ △１，７６１ ３３，９４０

５６３，６２７
14.国庫支出金

△６１，７７９ ５０１，８４８

1.国庫負担金
１４３，８１０ △９，１２９ １３４，６８１

2.国庫補助金
４１７，６６４ △５２，６５０ ３６５，０１４

３３３，２８６
15.県支出金

△３２，７６４ ３００，５２２

1.県負担金
９０，７６５ △２，００２ ８８，７６３

2.県補助金
２２３，８８８ △２８，９９２ １９４，８９６

3.委託金
１８，６３３ △１，７７０ １６，８６３

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１００，８３０
18.繰入金

△５２，２２２ ４８，６０８

2.基金繰入金
１００，８２９ △５２，２２２ ４８，６０７

７７，３７６
19.繰越金

６，２２４ ８３，６００

1.繰越金
７７，３７６ ６，２２４ ８３，６００

６６，７３７
20.諸収入

△８，３６６ ５８，３７１

4.雑入
６０，３３７ △８，３６６ ５１，９７１

８６４，１４３
21.町債

△５５，０００ ８０９，１４３

1.町債
８６４，１４３ △５５，０００ ８０９，１４３

歳　　入　　合　　計
４，５９５，２４４ △１３４，９５４ ４，４６０，２９０



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
４２，３８３ △１，９６９ ４０，４１４

1.議会費
４２，３８３ △１，９６９ ４０，４１４

2.総務費
１，２７４，６４９ △２８，９６６ １，２４５，６８３

1.総務管理費
１，１５５，８８３ △１６，２６３ １，１３９，６２０

2.徴税費
５１，０１７ △１０，９５７ ４０，０６０

3.戸籍住民基本台帳
費 ３９，９０９ △６１３ ３９，２９６

4.選挙費
２６，８９１ △８４３ ２６，０４８

5.統計調査費
１９４ △３７ １５７

6.監査委員費
７５５ △２５３ ５０２

3.民生費
８７９，１８０ △３４，７０６ ８４４，４７４

1.社会福祉費
６９８，２５５ △２９，５８７ ６６８，６６８

2.児童福祉費
１８０，９１４ △５，１１９ １７５，７９５

4.衛生費
２６４，０７１ ３８，２７４ ３０２，３４５

1.保健衛生費
２３５，７９６ ３８，２７４ ２７４，０７０

6.農林水産業費
３３７，５３０ △２８，５８８ ３０８，９４２

1.農業費
２６３，７９２ △２１，６３４ ２４２，１５８

2.林業費
７２，７２６ △６，９４４ ６５，７８２

―　4　― 一般



―　5　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3.水産業費
１，０１２ △１０ １，００２

7.商工費
３７２，４１３ △７，１８１ ３６５，２３２

1.商工費
３７２，４１３ △７，１８１ ３６５，２３２

8.土木費
４４４，１９２ △４３，８４４ ４００，３４８

1.土木管理費
９，４４０ △３９ ９，４０１

2.道路橋梁費
２５５，６３２ △２４，２３０ ２３１，４０２

3.河川費
１４８，８４７ △１３，３７２ １３５，４７５

4.住宅費
３０，２７３ △６，２０３ ２４，０７０

9.消防費
３６，０８４ △６１６ ３５，４６８

1.消防費
３６，０８４ △６１６ ３５，４６８

10.教育費
３８６，９２０ △２７，３５８ ３５９，５６２

1.教育総務費
８４，２０６ △４，６２２ ７９，５８４

2.小学校費
４６，５６５ △３２３ ４６，２４２

3.中学校費
３１，５３１ △２，１３１ ２９，４００

4.社会教育費
１１５，０５８ △３，９２３ １１１，１３５

5.保健体育費
１０８，７７９ △１６，３９９ ９２，３８０

6.幼稚園費
７８１ ４０ ８２１



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

歳　　出　　合　　計
４，５９５，２４４ △１３４，９５４ ４，４６０，２９０

―　6　― 一般



-  7  - 一般

（単位：千円）

事 業 名 金 額

2 .総務費 1 .総務管理費 地域情報通信基盤整備事業 37,627

7 .商工費 1 .商工費 クライミングボード整備事業 8,470

町道三原線改良事業 27,003

葛川沈下橋修繕事業 5,000

吉野３-３がけ崩れ防災対策事業 9,005

蕨生２-32がけ崩れ防災対策事業 7,238

目黒９-４集落・避難路保全斜面地震対策事業 13,480

上家地80-１集落・避難路保全斜面地震対策事業 8,070

1 .教育総務費 校務用テレワークシステム構築事業 12,738

4 .社会教育費 吉野生公民館建設事業 3,080

11 .災害復旧費 1 .農林水産業施設災害復旧費 林道小唐井線災害復旧事業 4,330

第 ２ 表　繰 越 明 許 費

令和５年度

10 教育費

款 項

道路橋梁費2

8 土木費

3 河川費

.

.

.

.



第　３　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 4年度　　
　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

２４４，２００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ２４１，４００

９６，５００
過疎対策事業債（ソフト事業
分） ６８，１００

６０，５００緊急自然災害防止対策事業債 ５３，８００

２３５，８００緊急防災・減災事業債 ２２１，９００

１９９，６００
公共施設等適正管理推進事業
債 １９６，４００

―　8　― 一般



―　9　― 一般

Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.町税
２８４，１５３ ７，５７３ ２９１，７２６

10.地方交付税
２，０８５，０７６ ６１，５６６ ２，１４６，６４２

12.分担金及び負担金
７，５３２ １，５７５ ９，１０７

13.使用料及び手数料
４６，５１２ △１，７６１ ４４，７５１

14.国庫支出金
５６３，６２７ △６１，７７９ ５０１，８４８

15.県支出金
３３３，２８６ △３２，７６４ ３００，５２２

18.繰入金
１００，８３０ △５２，２２２ ４８，６０８

19.繰越金
７７，３７６ ６，２２４ ８３，６００

20.諸収入
６６，７３７ △８，３６６ ５８，３７１

21.町債
８６４，１４３ △５５，０００ ８０９，１４３

歳　　入　　合　　計
４，５９５，２４４ △１３４，９５４ ４，４６０，２９０



（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.議会費

42,383 △1,969 40,414 △1,969
2.総務費

1,274,649 △28,966 1,245,683 △2,816 △1,400 △8,065 △16,685
3.民生費

879,180 △34,706 844,474 △30,287 △700 1,575 △5,294
4.衛生費

264,071 38,274 302,345 △6,878 45,152
6.農林水産業費

337,530 △28,588 308,942 △12,498 △21,200 1,016 4,094
7.商工費

372,413 △7,181 365,232 △17,104 3,700 △2,600 8,823
8.土木費

444,192 △43,844 400,348 △24,633 △15,200 △4,011
9.消防費

36,084 △616 35,468 △2,100 1,484
10.教育費

386,920 △27,358 359,562 △18,100 △2,700 △6,558

△94,216
歳　　出　　合　　計

4,595,244 △134,954 4,460,290 △55,000 △10,774 25,036

―　10　― 一般



―　11　― 一般

2.歳　入

1.款 町税

町税 町民税1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△371. 1. ・現年課税分個人 92,743 5,745 98,488 均等割5,387
5,424・所得割

3582. ・滞納繰越分 滞納繰越分358

△2402. 1. ・現年課税分法人 10,822 △3,043 7,779 均等割△3,043
△2,803・法人税割

103,565 2,702 106,267計

町税 固定資産税2項1款

2,0421. 1. ・現年課税分固定資産税 139,044 4,716 143,760 土地5,041
3,691・家屋
△692・償却資産

△3252. ・滞納繰越分 滞納繰越分△325

141,110 4,716 145,826計

町税 軽自動車税3項1款

5601. 1. ・現年課税分環境性能割 540 560 1,100 現年課税分560

△3432. 1. ・現年課税分種別割 16,319 △405 15,914 軽自動車△343

△622. ・滞納繰越分 滞納繰越分△62

16,859 155 17,014計



町税1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1 款合計 284,153 7,573 291,726

地方交付税 地方交付税1項10款

61,5661. 1. ・地方交付税地方交付税 2,085,076 61,566 2,146,642 普通交付税61,566

2,085,076 61,566 2,146,642計

10 款合計 2,085,076 61,566 2,146,642

分担金及び負担金 負担金2項12款

1,5751. 1. ・老人福祉費負担金民生費負担金 4,987 1,575 6,562 老人保護費負担金1,575

5,065 1,575 6,640計

12 款合計 7,532 1,575 9,107

使用料及び手数料 使用料1項13款

△1,0411. 1. ・庁舎使用料総務使用料 3,168 △1,761 1,407 庁舎使用料△1,041

△7202. ・移住者住宅管理使用料 移住者住宅使用料（現年度分）△720

35,701 △1,761 33,940計

13 款合計 46,512 △1,761 44,751

―　12　― 一般1.款 町税



―　13　― 一般14.款 国庫支出金

国庫支出金 国庫負担金1項14款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△1401. 1. ・社会福祉総務費負担金民生費国庫負担金 122,227 △3,646 118,581 国民健康保険基盤安定事業費負担金△129
11・未就学児均等割保険税負担金

△5903. ・障害者福祉費負担金 障害者医療費負担金△590

△2,9274. ・児童福祉総務費負担金 児童手当交付金△2,927

1102. 1. ・保健衛生費負担金衛生費国庫負担金 21,279 △5,483 15,796 未熟児養育医療費等負担金△5,483
△5,593・新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金

143,810 △9,129 134,681計

国庫支出金 国庫補助金2項14款

1,5401. 2. ・企画費補助金総務費国庫補助金 187,280 △15,129 172,151 地方創生推進交付金1,540

△5554. ・戸籍住民基本台帳費補助金 個人番号カード交付事務費補助金△555

△16,1145. ・新型コロナウイルス感染症 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金△16,114
対応地方創生臨時交付金

△3,6442. 2. ・老人福祉費補助金民生費国庫補助金 88,772 △20,217 68,555 介護基盤整備事業費補助金△3,644

△2063. ・障害者福祉費補助金 地域生活支援事業費補助金△1,012
△806・障害者総合支援事業費補助金

△3005. ・児童福祉総務費補助金 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費△300
補助金

△14,9006. ・社会福祉総務費補助金 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事△15,261
業費補助金



国庫支出金 国庫補助金2項14款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△3612. 6. ・社会福祉総務費補助金民生費国庫補助金 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事
務費補助金

△623. 1. ・保健衛生費補助金衛生費国庫補助金 24,060 △1,065 22,995 母子保健衛生費国庫補助金△757
△642・新型コロナウイルスワクチン接種事業費国庫補助金
△279・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
226・感染症予防事業費等国庫補助金

△3082. ・環境衛生費補助金 循環型社会形成推進交付金△308

△9234. 1. ・林業振興費補助金農林水産業費国庫補助金 1,600 △923 677 林道点検診断・保全整備事業費補助金△923

△8,0185. 1. ・道路新設改良費補助金土木費国庫補助金 93,963 △15,316 78,647 防災・安全社会資本整備交付金△12,329
△4,311・道路局所管補助金

△2,9872. ・住宅管理費補助金 社会資本整備総合交付金△2,987

417,664 △52,650 365,014計

14 款合計 563,627 △61,779 501,848

県支出金 県負担金1項15款

△4842. 1. ・社会福祉総務費負担金民生費県負担金 89,541 △2,057 87,484 国民健康保険基盤安定事業費負担金△479
5・未就学児均等割保険税負担金

△2953. ・障害者福祉費負担金 障害者医療費負担金△295

△8024. ・後期高齢者医療保険事業費 後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金△802
負担金

―　14　― 一般14.款 国庫支出金



―　15　― 一般15.款 県支出金

県支出金 県負担金1項15款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△4812. 5. ・児童福祉総務費負担金民生費県負担金 児童手当負担金△481

553. 1. ・保健衛生費負担金衛生費県負担金 88 55 143 未熟児養育医療費等負担金55

90,765 △2,002 88,763計

県支出金 県補助金2項15款

△8581. 1. ・企画費補助金総務費県補助金 6,930 △3,058 3,872 えひめの未来チャレンジ支援事業費補助金△3,058
△2,200・移住者住宅改修支援事業費補助金

6162. 2. ・老人福祉費補助金民生費県補助金 30,998 △4,667 26,331 介護基盤整備事業費補助金△4,484
△5,100・高齢者福祉施設等新型コロナウイルス感染症検査事

業支援補助金

△1023. ・障害者福祉費補助金 地域生活支援事業費補助金△159
△57・心身障害者扶養共済制度推進事業費補助金

△245. ・児童福祉総務費補助金 愛顔の子育て応援事業費補助金△24

△663. 1. ・保健衛生費補助金衛生費県補助金 2,465 △385 2,080 健康増進事業費補助金△157
△91・地域自殺対策強化事業費補助金

△1282. ・環境衛生費補助金 浄化槽整備事業費補助金△228
△100・新エネルギー等関連設備導入促進支援事業費補助金

△194. 1. ・農業委員会費補助金農林水産業費県補助金 64,398 △9,383 55,015 農業委員会交付金△14
5・農地利用最適化交付金

△3852. ・農業総務費補助金 経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金△385



県支出金 県補助金2項15款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△1,0004. 3. ・農業振興費補助金農林水産業費県補助金 えひめの未来チャレンジ支援事業費補助金△1,920
△920・未来型果樹産地強化支援事業費補助金

△6564. ・担い手育成対策費補助金 新規就農総合支援事業費補助金△2,440
△1,784・担い手総合支援事業費補助金

△2355. ・日本型直接支払事業費補助 中山間地域等直接支払交付金△2,103
△273・金 中山間地域等直接支払推進事業費補助金
△1,595・多面的機能支払交付金

△906. ・鳥獣被害対策費補助金 捕獲隊支援事業費補助金△2,521
△905・有害獣駆除対策事業費補助金
△828・鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業費補助金
△420・ジビエ利用拡大加速化支援事業費補助金
△278・鳥獣害防止施設整備事業費補助金

△2,1825. 3. ・商工振興費補助金商工費県補助金 25,340 △2,182 23,158 県・市町連携えひめ消費活性化支援事業費補助金△2,182

△9,3066. 1. ・砂防事業費補助金土木費県補助金 89,340 △9,317 80,023 がけ崩れ防災対策事業費補助金△8,500
806・集落・避難路保全斜面地震対策事業費補助金

△3882. ・住宅管理費補助金 木造住宅耐震化促進事業費補助金△817
△67・木造住宅耐震診断緊急促進事業費補助金
△212・特定老朽危険空家等除却促進事業費補助金
△150・ブロック塀等安全対策事業費補助金

223,888 △28,992 194,896計

県支出金 委託金3項15款

△271. 1. ・諸費委託金総務費委託金 17,351 △770 16,581 自衛官募集事務委託金△27

―　16　― 一般15.款 県支出金



―　17　― 一般15.款 県支出金

県支出金 委託金3項15款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△7041. 4. ・参議院議員選挙費委託金総務費委託金 参議院議員選挙委託金△704

△47. ・統計調査費委託金 学校基本調査事務委託金△39
△13・統計調査員確保対策事業委託金
△11・住宅・土地統計調査事務委託金
△11・就業構造基本調査事務委託金

△1,0003. 3. ・森林基幹林道整備費委託金農林水産業費委託金 1,231 △1,000 231 森林基幹林道用地事務委託金△1,000

18,633 △1,770 16,863計

15 款合計 333,286 △32,764 300,522

繰入金 基金繰入金2項18款

△50,0001. 1. ・財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 50,000 △50,000 0 財政調整基金繰入金△50,000

4782. 1. ・庁舎建設基金繰入金庁舎建設基金繰入金 31,254 478 31,732 庁舎建設基金繰入金478

△2,7003. 1. ・人材育成基金繰入金人材育成基金繰入金 3,660 △2,700 960 人材育成基金繰入金△2,700

100,829 △52,222 48,607計

18 款合計 100,830 △52,222 48,608

繰越金 繰越金1項19款

6,2241. 1. ・前年度繰越金繰越金 77,376 6,224 83,600 前年度繰越金6,224

77,376 6,224 83,600計



繰越金19款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

19 款合計 77,376 6,224 83,600

諸収入 雑入4項20款

161. 6. ・農業者年金業務委託料雑入 60,337 △8,366 51,971 農業者年金業務委託手数料16

△1,6009. ・市町振興協会交付金 市町振興協会助成金△1,600

△6,78220. ・数値情報化システム航空写 数値情報化システム航空写真更新事業費負担金△6,782
真更新事業費負担金

60,337 △8,366 51,971計

20 款合計 66,737 △8,366 58,371

町債 町債1項21款

△2,8001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 340,700 △31,200 309,500 過疎対策事業債（ハード事業分）△31,200
△28,400・過疎対策事業債（ソフト事業分）

△6,7002. 1. ・緊急自然災害防止対策事業緊急自然災害防止対策事 60,500 △6,700 53,800 緊急自然災害防止対策事業債△6,700
債業債

△13,9004. 1. ・緊急防災・減災事業債緊急防災・減災事業債 235,800 △13,900 221,900 緊急防災・減災事業債△13,900

△3,2005. 1. ・公共施設等適正管理推進事公共施設等適正管理推進 199,600 △3,200 196,400 公共施設等適正管理推進事業債△3,200
業債事業債

864,143 △55,000 809,143計

―　18　― 一般19.款 繰越金



―　19　― 一般21.款 町債

町債21款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

21 款合計 864,143 △55,000 809,143

4,595,244 △134,954 4,460,290歳入合計



3.歳　出

1款 議会費 1項 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 8.旅費議会費 42,383 △1,969 40,414 △1,969 費用弁償△1,469 △509・
普通旅費 △60・
特別旅費 △900・

17.備品購入費 タブレット端末購入費△320 △320・

18.負担金、補 議員研修費△180 △180・
助及び交付
金

42,383 △1,969 40,414 △1,969計

1 款合計 42,383 △1,969 40,414 △1,969

2款 総務費 1項 総務管理費

1. 1.報酬一般管理費 326,296 164 326,460 △1,041 1,205 会計年度任用職員報酬△1,200 △1,200・

3.職員手当等 期末手当△260 △260・

4.共済費 社会保険料△200 △200・

12.委託料 中央監視設備保守点検委託料△1,102 △653・
入退室及び鍵管理システム保守委託料 △449・

18.負担金、補 退職手当負担金（一般職）2,926 2,926・
助及び交付
金

3. 12.委託料行政放送施 6,066 △66 6,000 △66 ＩＰ一本化対策調査委託料△66 △66・
設費

―　20　― 一般1.款議会費



―　21　― 一般2.款総務費

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

5. 11.役務費会計管理費 1,646 △640 1,006 △640 コンビニ収納手数料△640 △640・

6. 24.積立金財産管理費 7,743 △5 7,738 △5 庁舎建設基金積立金△5 △5・

7. 1.報酬企画費 268,773 △21,497 247,276 △1,518 △2,600 △720 △16,659 まちづくり委員会委員報酬△53 △53・

7.報償費 賞品費△1,705 △266・
景観審議会委員謝礼 △26・
地域公共交通会議委員謝礼 △184・
移住フェア協力者謝礼 △48・
オールスターゲーム盛り上げプロジェ △47・
クト謝礼
松丸高校事業協力者謝礼 △1,134・

8.旅費 費用弁償△1,684 △931・
普通旅費 △753・

10.需用費 消耗品費△296 △57・
食糧費 △224・
印刷製本費 △15・

11.役務費 通信運搬費△988 △279・
広告料 △276・
クリーニング料 △5・
浄化槽法定検査手数料 △11・
浄化槽汲取清掃手数料 △127・
廃棄物処理手数料 △277・
火災共済掛金 △13・

12.委託料 防火施設管理委託料△367 △17・
浄化槽管理委託料 △39・
空き家診断委託料 △308・



2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 12.委託料企画費 未来の大人応援プロジェクトアドバイ △3・
ザー業務委託料

13.使用料及び 渡船使用料△644 △54・
賃借料 自動車借上料 △355・

会場借上料 △235・

16.公有財産購 土地家屋購入費△81 △81・
入費

17.備品購入費 機械器具費△242 △242・

18.負担金、補 山村振興連盟負担金△15,437 △4・
助及び交付 過疎地域自立促進協議会負担金 △21・
金 鬼北土地開発公社負担金 △40・

地域おこし協力隊研修会参加負担金 △20・
高齢者外出支援事業補助金 △1,206・
定住住宅建築奨励金 △1,000・
おためし移住宿泊費補助金 △293・
移住者住宅改修支援事業費補助金 △4,400・
愛媛・大分交流市町村連絡会議負担金 △96・
移住促進空き家改修費補助金 △7・
地域公共交通会議事業費補助金 △350・
空き家活用移住者住宅整備補助金 △8,000・

8. 11.役務費支所費 400 △170 230 △170 通信運搬費△100 △100・

13.使用料及び 複写機使用料△70 △50・
賃借料 自動車借上料 △20・

―　22　― 一般2.款総務費



―　23　― 一般2.款総務費

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

15. 11.役務費コミュニテ 17,250 1,583 18,833 1,583 自動車損害賠償責任保険料△5 △5・
ィバス運行

18.負担金、補費 生活交通路線維持費補助金1,588 1,588・
助及び交付
金

16. 18.負担金、補情報通信基 69,575 4,583 74,158 4,400 183 鬼北地域情報通信基盤施設管理運営費4,583 4,583・
助及び交付盤施設管理 負担金
金費

17. 8.旅費庁舎建設費 343,217 △215 343,002 △3,200 478 2,507 普通旅費△10 △10・

10.需用費 消耗品費△4 △4・

14.工事請負費 工事請負費△201 △201・

1,155,883 △16,263 1,139,620 △1,518 △1,400 △1,283 △12,062計

2款 総務費 2項 徴税費

1. 8.旅費税務総務費 34,531 △10,917 23,614 △6,782 △4,135 普通旅費△7 △7・

12.委託料 宅地評価算定基準用図面作成委託料△10,838 △55・
地籍図訂正用図面作成委託料 △984・
地籍図・集成図・数値情報化データ修 △130・
正委託料
画地計測等委託料 △119・
数値情報化システム航空写真更新委託 △9,550・
料



2款 総務費 2項 徴税費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補税務総務費 地方税研修会参加負担金△72 △72・
助及び交付
金

2. 8.旅費賦課徴収費 16,486 △40 16,446 △40 普通旅費△40 △40・

51,017 △10,957 40,060 △6,782 △4,175計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 10.需用費戸籍住民基 39,909 △613 39,296 △555 △58 消耗品費△33 △33・
本台帳費

11.役務費 通信運搬費△170 △170・

12.委託料 マイナンバーカード申請支援事務委託△153 △153・
料

17.備品購入費 庁用器具費△257 △58・
機械器具費 △25・
タブレット端末購入費 △174・

39,909 △613 39,296 △555 △58計

2款 総務費 4項 選挙費

1. 3.職員手当等選挙管理委 3,780 △114 3,666 △114 扶養手当△74 △18・
員会費 勤勉手当 △10・

住居手当 △46・

4.共済費 職員共済組合負担金△40 △40・
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―　25　― 一般2.款総務費

2款 総務費 4項 選挙費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 1.報酬参議院議員 5,528 △440 5,088 △704 264 会計年度任用職員報酬△200 △200・
選挙費

3.職員手当等 時間外勤務手当△240 △240・

3. 1.報酬県知事選挙 5,193 △289 4,904 △289 会計年度任用職員報酬△59 △59・
費

3.職員手当等 時間外勤務手当△230 △230・

26,891 △843 26,048 △704 △139計

2款 総務費 5項 統計調査費

1. 3.職員手当等統計調査費 194 △37 157 △39 2 時間外勤務手当△2 △2・

10.需用費 消耗品費△32 △32・

11.役務費 通信運搬費△3 △3・

194 △37 157 △39 2計

2款 総務費 6項 監査委員費

1. 8.旅費監査委員費 755 △253 502 △253 費用弁償△221 △148・
普通旅費 △73・

18.負担金、補 県町村監査委員協議会会費△32 △32・
助及び交付
金

755 △253 502 △253計



2款 総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2 款合計 1,274,649 △28,966 1,245,683 △2,816 △1,400 △8,065 △16,685

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 3.職員手当等社会福祉総 182,340 △16,296 166,044 △15,869 △427 時間外勤務手当△84 △84・
務費

8.旅費 普通旅費△57 △57・

10.需用費 消耗品費△58 △10・
食糧費 △48・

11.役務費 通信運搬費△72 △55・
口座振込手数料 △17・

12.委託料 住民税非課税世帯等に対する臨時特別△195 △195・
給付金システム構築委託料

18.負担金、補 民生児童委員協議会補助金△15,396 △496・
助及び交付 住民税非課税世帯等に対する臨時特別 △14,900・
金 給付金

27.繰出金 国民健康保険特別会計繰出金△434 △434・

3. 18.負担金、補老人福祉費 201,979 △8,363 193,616 △8,128 1,575 △1,810 高齢者福祉施設等新型コロナウイルス△8,363 △5,334・
助及び交付 感染症検査費用補助金
金 介護基盤整備事業費補助金 △3,029・

4. 12.委託料障害者福祉 189,971 △2,785 187,186 △2,056 △729 障害福祉サービスシステム改造委託料△1,679 △1,612・
費 地域生活支援事業委託料 △67・
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―　27　― 一般3.款民生費

3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 18.負担金、補障害者福祉 心身障害者扶養共済制度推進事業費負△369 △114・
助及び交付費 担金
金 意思疎通支援共同実施事業負担金（宇 △85・

和島定住自立圏）
人工透析患者等通院交通費助成金 △170・

19.扶助費 障害者医療費△2,065 △1,160・
地域生活支援事業費 △905・

22.償還金、利 障害者医療費国庫負担金返還金1,328 1,261・
子及び割引 地域生活支援事業費等国庫補助金返還 67・
料 金

6. 7.報償費隣保館費 16,590 △547 16,043 △547 講師謝礼△147 △147・

8.旅費 費用弁償△360 △234・
普通旅費 △126・

18.負担金、補 隣保事業士資格認定講習会負担金△40 △40・
助及び交付
金

8. 11.役務費後期高齢者 89,527 △1,596 87,931 △802 △794 文書作成手数料△14 △14・
医療保険事

12.委託料業費 後期高齢者健康診査委託料△210 △210・

27.繰出金 後期高齢者医療保険事業特別会計繰出△1,372 △1,372・
金

698,255 △29,587 668,668 △26,855 1,575 △4,307計



3款 民生費 2項 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬児童福祉総 60,411 △4,148 56,263 △3,432 △700 △16 子ども・子育て会議委員報酬△92 △92・
務費

3.職員手当等 扶養手当△180 △180・

18.負担金、補 子どもの愛顔応援県民会議負担金△544 △14・
助及び交付 乳幼児用紙おむつ券交付事業費補助金 △230・
金 低所得の子育て世帯生活支援特別給付 △300・

金

19.扶助費 児童手当給付金△3,490 △3,490・

22.償還金、利 低所得の子育て世帯生活支援特別給付158 8・
子及び割引 金給付事務費補助金返還金
料 低所得の子育て世帯生活支援特別給付 150・

金給付事業費補助金返還金

3. 1.報酬保育所費 117,886 △971 116,915 △971 会計年度任用職員報酬△1,500 △1,500・

2.給料 一般職給△1,000 △1,000・

3.職員手当等 通勤手当△70 △70・

8.旅費 普通旅費△143 △143・

11.役務費 通信運搬費△210 △55・
衛生検査手数料 △139・
建物災害共済分担金 △16・

13.使用料及び 自動車借上料△86 △86・
賃借料
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―　29　― 一般3.款民生費

3款 民生費 2項 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 18.負担金、補保育所費 公立保育所広域入所負担金921 921・
助及び交付
金

22.償還金、利 子育てのための施設等利用給付負担金1,117 18・
子及び割引 返還金
料 子ども・子育て支援事業交付金返還金 1,099・

180,914 △5,119 175,795 △3,432 △700 △987計

3 款合計 879,180 △34,706 844,474 △30,287 △700 1,575 △5,294

4款 衛生費 1項 保健衛生費

1. 7.報償費保健衛生費 190,906 39,986 230,892 △6,342 46,328 講師謝礼△604 △350・
保健師報償費 △254・

8.旅費 普通旅費△90 △90・

10.需用費 消耗品費△1,526 △49・
燃料費 △36・
印刷製本費 △82・
医薬材料費 △1,319・
栄養学級材料費 △40・

11.役務費 通信運搬費△215 △105・
自動車登録手数料 △10・
諸手数料 △29・
公用車洗車手数料 △2・
母子健康診査審査支払手数料 △26・
風しん対策事務手数料 △16・



4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 11.役務費保健衛生費 自動車損害共済分担金 △24・
産婦健康診査審査支払手数料 △3・

12.委託料 健康診断委託料△10,312 △177・
胸部検診委託料 △162・
がん検診委託料 △652・
妊婦一般健康診査委託料 △1,653・
歯周疾患等検診委託料 △191・
産婦健康診査委託料 △130・
産後ケア委託料 △288・
新生児聴覚検査委託料 △25・
乳児一般健康診査委託料 △76・
３歳児視覚・聴覚精密健康診査委託料 △11・
風しん抗体検査委託料 △333・
予防接種委託料 △641・
健康診査委託料 △212・
新型コロナウイルスワクチン接種委託 △3,440・
料
新型コロナウイルスワクチン接種体制 △1,000・
確保委託料
新型コロナウイルスワクチン接種休日 △1,321・
分委託料

13.使用料及び 複写機使用料△172 △143・
賃借料 特定健診等ＷＥＢ予約システム使用料 △19・

自動車借上料 △10・

17.備品購入費 自動車購入費△615 △521・
視機能検査機器購入費 △94・
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―　31　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補保健衛生費 妊婦一般健康診査費補助金△1,123 △42・
助及び交付 任意予防接種費補助金 △400・
金 不妊治療費助成金 △400・

予防接種費補助金 △160・
若年末期がん患者在宅療養支援事業費 △108・
補助金
産婦健康診査費補助金 △13・

22.償還金、利 未熟児養育医療費等国庫負担金返還金1,278 125・
子及び割引 母子保健衛生費国庫補助金返還金 320・
料 感染症予防事業費等国庫補助金返還金 258・

新型コロナウイルスワクチン接種体制 254・
確保事業費国庫補助金返還金
新型コロナウイルスワクチン接種対策 321・
費国庫負担金返還金

27.繰出金 中央診療所特別会計繰出金53,365 53,365・

2. 11.役務費保健センタ 9,661 △401 9,260 △401 通信運搬費△195 △195・
ー費

12.委託料 清掃委託料△38 △14・
電話設備保守点検委託料 △19・
特殊建築物外壁打診等調査委託料 △5・

17.備品購入費 庁用器具費△168 △168・

3. 11.役務費環境衛生費 35,229 △1,311 33,918 △536 △775 水質検査手数料△165 △165・

18.負担金、補 小型合併処理浄化槽設置費補助金△1,146 △923・
助及び交付 新エネルギー機器等設置費補助金 △223・
金



4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

235,796 38,274 274,070 △6,878 45,152計

4 款合計 264,071 38,274 302,345 △6,878 45,152

6款 農林水産業費 1項 農業費

1. 8.旅費農業委員会 11,644 △1,039 10,605 △14 16 △1,041 費用弁償△592 △160・
費 普通旅費 △46・

特別旅費 △386・

10.需用費 食糧費△125 △125・

13.使用料及び 渡船使用料△322 △33・
賃借料 自動車借上料 △289・

2. 10.需用費農業総務費 24,835 △615 24,220 △385 △230 燃料費△200 △200・

18.負担金、補 宇和島地区肉牛生産部会連絡協議会負△415 △30・
助及び交付 担金
金 経営所得安定対策直接支払推進事業費 △385・

補助金

3. 8.旅費農業振興費 46,436 △2,782 43,654 △3,112 500 1,000 △1,170 費用弁償△161 △142・
普通旅費 △19・

14.工事請負費 工事請負費△335 △335・

18.負担金、補 鬼北地域農業振興協議会負担金△2,286 △284・
助及び交付 野菜価格安定対策事業負担金 △30・
金 農業振興費補助金 △422・

ゆず搾汁施設改修事業負担金 △303・
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―　33　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 18.負担金、補農業振興費 未来型果樹産地強化支援事業費補助金 △55・
助及び交付 肥料・燃料価格高騰緊急対策支援金 △1,192・
金

4. 1.報酬担い手育成 75,577 △13,288 62,289 △2,440 △20,100 9,252 会計年度任用職員報酬△996 △996・
対策費

3.職員手当等 期末手当△200 △200・

4.共済費 社会保険料△120 △120・

7.報償費 講師謝礼△110 △110・

8.旅費 費用弁償△978 △830・
普通旅費 △148・

10.需用費 消耗品費△250 △250・

11.役務費 通信運搬費△45 △45・

13.使用料及び 自動車借上料△270 △60・
賃借料 家屋借上料 △210・

14.工事請負費 工事請負費△88 △88・

17.備品購入費 機械器具費△2,987 △19・
コンバイン購入費 △2,968・

18.負担金、補 農業次世代人材投資資金△7,244 △656・
助及び交付 担い手育成対策事業費補助金 △400・
金 新規就農者支援事業費補助金 △3,150・

担い手総合支援事業費補助金 △3,038・



6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

6. 18.負担金、補日本型直接 44,793 △2,436 42,357 △2,103 △333 中山間地域等直接支払交付金△2,436 △314・
助及び交付支払事業費 多面的機能支払交付金 △2,122・
金

7. 7.報償費鳥獣被害対 38,191 △1,474 36,717 △2,521 1,047 有害鳥獣捕獲報償費△80 △80・
策費

8.旅費 普通旅費△35 △35・

17.備品購入費 電解次亜水生成機購入費△114 △114・

18.負担金、補 鳥獣被害防止施設整備事業補助金△1,245 △1,045・
助及び交付 鳥獣被害防止総合対策交付金 △200・
金

263,792 △21,634 242,158 △10,575 △19,600 1,016 7,525計

6款 農林水産業費 2項 林業費

1. 10.需用費林業総務費 20,437 △79 20,358 △79 食糧費△79 △79・

2. 12.委託料林業振興費 41,524 △4,273 37,251 △923 △1,000 △2,350 測量設計委託料△2,458 △489・
林道橋梁修繕設計委託料 △1,969・

17.備品購入費 コンプレッサー購入費△500 △179・
薪コンテナ購入費 △321・

18.負担金、補 搬出間伐促進事業費補助金△1,315 △653・
助及び交付 造林事業費補助金 △462・
金 乾たけのこ生産基盤整備事業費補助金 △200・
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―　35　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 2項 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 12.委託料森林基幹林 10,765 △2,592 8,173 △1,000 △600 △992 登記委託料△521 △400・
道整備費 林道維持管理委託料 △121・

14.工事請負費 工事請負費△766 △766・

16.公有財産購 用地購入費△300 △300・
入費

18.負担金、補 森林基幹林道整備事業費負担金△405 △405・
助及び交付
金

21.補償、補填 物件補償費△600 △600・
及び賠償金

72,726 △6,944 65,782 △1,923 △1,600 △3,421計

6款 農林水産業費 3項 水産業費

1. 18.負担金、補水産業振興 1,012 △10 1,002 △10 うなぎ等放流費補助金△10 △10・
助及び交付費
金

1,012 △10 1,002 △10計

6 款合計 337,530 △28,588 308,942 △12,498 △21,200 1,016 4,094

7款 商工費 1項 商工費

1. 1.報酬商工総務費 16,219 △156 16,063 △156 会計年度任用職員報酬△42 △42・



7款 商工費 1項 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 8.旅費商工総務費 費用弁償△38 △25・
普通旅費 △13・

10.需用費 消耗品費△76 △24・
印刷製本費 △52・

2. 8.旅費商工振興費 182,466 △18,560 163,906 △17,104 △1,456 費用弁償△377 △257・
普通旅費 △120・

10.需用費 消耗品費△161 △10・
印刷製本費 △151・

11.役務費 通信運搬費△88 △88・

12.委託料 森の国地域応援商品券配布事業システ△4,237 △3,000・
ム構築委託料
郵送封入業務委託料 △53・
森の国創業支援・物産振興キックオフ △1,184・
事業委託料

13.使用料及び 渡船使用料△35 △35・
賃借料

18.負担金、補 県信用保証協会保証料補給金△13,662 △6・
助及び交付 森の国松野町地域応援商品券配布事業 △4,641・
金 補助金

地域づくり調査研究・インターンシッ △500・
プ応援事業補助金
ふるさとワーキングホリデー事業補助 △1,234・
金
新型コロナウイルス感染症対策事業継 △2,002・
続支援補助金

―　36　― 一般7.款商工費



―　37　― 一般7.款商工費

7款 商工費 1項 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補商工振興費 原油価格高騰対策運送事業者等支援補 △916・
助及び交付 助金
金 森の国松野町地域応援商品券配布事業 △4,363・

補助金（愛媛県連携）

3. 7.報償費観光費 173,728 11,535 185,263 3,700 △2,600 10,435 賞品費△22 △22・

10.需用費 燃料費△669 △156・
食糧費 △19・
印刷製本費 △492・
光熱水費 △2・

11.役務費 通信運搬費△470 △55・
クリーニング料 △15・
諸手数料 △30・
ピアノ調律手数料 △13・
新聞折込手数料 △265・
仮設電気設置手数料 △92・

12.委託料 大門温泉配管滅菌委託料19,580 △110・
河川公園施設指定管理料 12,500・
ふれあい交流館温浴部門指定管理料 7,300・
実施設計委託料 △110・

17.備品購入費 機械器具費△38 △38・

18.負担金、補 地域おこし協力隊研修会参加負担金△6,846 △45・
助及び交付 滑床まつり開催費補助金 △200・
金 森の国戦国絵巻のまちづくりプロジェ △2,000・

クト事業補助金
森の国観光交流促進プログラム事業補 △1,001・
助金



7款 商工費 1項 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 18.負担金、補観光費 グリーンツーリズムキックオフ補助金 △1,000・
助及び交付 松野四万十バイクレース開催費補助金 △2,400・
金 森の国誘客促進事業補助金 △200・

372,413 △7,181 365,232 △17,104 3,700 △2,600 8,823計

7 款合計 372,413 △7,181 365,232 △17,104 3,700 △2,600 8,823

8款 土木費 1項 土木管理費

1. 18.負担金、補土木総務費 9,440 △39 9,401 △39 愛媛県土木協会会費△39 △39・
助及び交付
金

9,440 △39 9,401 △39計

8款 土木費 2項 道路橋梁費

3. 12.委託料道路新設改 202,786 △24,230 178,556 △12,329 △8,500 △3,401 測量設計委託料△7,880 △477・
良費 登記測量委託料 △13・

橋梁修繕調査設計委託料 △5,100・
橋梁長寿命化修繕計画策定委託料 △2,290・

14.工事請負費 工事請負費△16,350 △16,350・

255,632 △24,230 231,402 △12,329 △8,500 △3,401計

―　38　― 一般7.款商工費



―　39　― 一般8.款土木費

8款 土木費 3項 河川費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 14.工事請負費砂防事業費 148,790 △13,372 135,418 △8,500 △6,700 1,828 工事請負費△13,372 △13,372・

148,847 △13,372 135,475 △8,500 △6,700 1,828計

8款 土木費 4項 住宅費

1. 12.委託料住宅管理費 30,273 △6,203 24,070 △3,804 △2,399 木造住宅耐震診断派遣委託料△253 △253・

18.負担金、補 民間木造住宅耐震診断事業費補助金△5,950 △20・
助及び交付 民間建築物アスベスト対策事業費補助 △250・
金 金

民間木造住宅耐震改修事業費補助金 △3,032・
空き家再生等推進事業費補助金 △848・
民間木造住宅耐震シェルター設置事業 △1,200・
費補助金
ブロック塀等安全対策事業費補助金 △600・

30,273 △6,203 24,070 △3,804 △2,399計

8 款合計 444,192 △43,844 400,348 △24,633 △15,200 △4,011

9款 消防費 1項 消防費

2.消防施設費 9,923 0 9,923 △2,100 2,100 財源振替・

4. 3.職員手当等災害対策費 6,793 △616 6,177 △616 管理職員特別勤務手当△149 △149・

8.旅費 普通旅費△26 △26・

10.需用費 食糧費△42 △42・



9款 消防費 1項 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 11.役務費災害対策費 通信運搬費△34 △33・
災害対策費用保険料 △1・

18.負担金、補 消防防災用施設等整備事業費補助金△365 △365・
助及び交付
金

36,084 △616 35,468 △2,100 1,484計

9 款合計 36,084 △616 35,468 △2,100 1,484

10款 教育費 1項 教育総務費

1. 1.報酬教育委員会 1,065 △168 897 △168 教育委員報酬△8 △8・
費

8.旅費 費用弁償△156 △25・
普通旅費 △7・
特別旅費 △124・

10.需用費 消耗品費△4 △4・

2. 1.報酬事務局費 83,141 △4,454 78,687 △2,700 △1,754 人材育成基金事業審査会委員報酬△293 △93・
会計年度任用職員報酬 △200・

7.報償費 講師謝礼△75 △75・

8.旅費 費用弁償△529 △475・
普通旅費 △54・

12.委託料 教職員等健康診断委託料△148 △148・

―　40　― 一般9.款消防費



―　41　― 一般10.款教育費

10款 教育費 1項 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補事務局費 自治体国際化協会負担金△3,049 △220・
助及び交付 不登校児童生徒支援事業負担金（宇和 △129・
金 島定住自立圏）

人材育成基金事業助成金 △2,700・

20.貸付金 人材育成基金事業貸付金△360 △360・

84,206 △4,622 79,584 △2,700 △1,922計

10款 教育費 2項 小学校費

1. 10.需用費学校管理費 38,320 781 39,101 781 光熱水費818 818・

12.委託料 空気環境測定委託料△37 △37・

2. 13.使用料及び教育振興費 8,245 △1,104 7,141 △1,104 自動車借上料△110 △110・
賃借料

18.負担金、補 児童派遣費補助金△294 △186・
助及び交付 集団宿泊研修費補助金 △108・
金

19.扶助費 要保護準要保護児童就学援助費補助金△700 △700・

46,565 △323 46,242 △323計

10款 教育費 3項 中学校費

2. 13.使用料及び教育振興費 8,687 △2,131 6,556 △2,131 自動車借上料△494 △494・
賃借料



10款 教育費 3項 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補教育振興費 総合学習活動費補助金△1,337 △150・
助及び交付 生徒派遣費補助金 △1,090・
金 ジョブチャレンジＵ15事業補助金 △97・

19.扶助費 要保護準要保護生徒就学援助費補助金△300 △300・

31,531 △2,131 29,400 △2,131計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 8.旅費社会教育総 9,306 △1,136 8,170 △1,136 費用弁償△367 △302・
務費 普通旅費 △65・

10.需用費 食糧費△75 △75・

12.委託料 ＰＣＲ検査委託料△347 △347・

18.負担金、補 県社会教育委員連絡協議会会費△347 △11・
助及び交付 中四国社会教育研究大会負担金 △30・
金 四国ブロックＰＴＡ研究大会負担金 △6・

人材育成基金事業助成金 △300・

2. 1.報酬公民館費 14,659 △462 14,197 1,400 △1,862 分館長報酬△70 △70・

8.旅費 費用弁償△243 △122・
普通旅費 △121・

10.需用費 食糧費△125 △125・

11.役務費 クリーニング料△24 △24・

―　42　― 一般10.款教育費



―　43　― 一般10.款教育費

10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 7.報償費人権・同和 2,220 △455 1,765 △455 講師謝礼△370 △370・
教育費

8.旅費 費用弁償△85 △47・
普通旅費 △38・

4. 12.委託料吉野生交流 5,106 △350 4,756 △350 特殊建築物外壁打診等調査委託料△350 △350・
促進センタ
ー費

5. 11.役務費基幹集落セ 1,761 △35 1,726 △35 通信運搬費△35 △35・
ンター費

6.文化振興費 70,649 0 70,649 △1,100 1,100 財源振替・

7. 7.報償費不器男記念 8,269 △566 7,703 △566 講師謝礼△50 △50・
館費

10.需用費 食糧費△404 △4・
修繕料 △400・

11.役務費 通信運搬費△2 △2・

12.委託料 管理人業務委託料△110 △14・
句碑案内看板作成委託料 △27・
句碑等移設委託料 △69・

8. 10.需用費ふるさと館 3,088 △919 2,169 △100 △819 修繕料△250 △250・
費

11.役務費 通信運搬費△20 △20・

17.備品購入費 空調機器購入費△649 △649・

115,058 △3,923 111,135 200 △4,123計



10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬保健体育総 7,339 △177 7,162 △177 スポーツ推進委員報酬△87 △87・
務費

8.旅費 費用弁償△90 △90・

3. 1.報酬学校給食費 26,509 △102 26,407 △102 会計年度任用職員報酬△700 △700・

3.職員手当等 通勤手当△24 △24・

10.需用費 光熱水費622 622・

4. 12.委託料スポーツ交 71,911 △16,120 55,791 △18,300 2,180 設計監理委託料△206 △206・
流センター

14.工事請負費費 工事請負費△15,914 △15,914・

108,779 △16,399 92,380 △18,300 1,901計

10款 教育費 6項 幼稚園費

1. 18.負担金、補幼稚園費 781 40 821 40 幼稚園広域入園負担金40 40・
助及び交付
金

781 40 821 40計

10 款合計 386,920 △27,358 359,562 △18,100 △2,700 △6,558

4,595,244 △134,954 4,460,290 △94,216 △55,000 △10,774 25,036歳出合計

―　44　― 一般10.款教育費
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１　特別職
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２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員
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期末手当

(千円) (千円) (千円)

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円)
区 分

住居手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当宿日直手当
時間外
勤務手当

勤勉手当扶養手当 通勤手当
動物等処理
業務手当

(千円)

14

14

0

28

0

28補正後

補正前

比　較

職員手当

の 内 訳

区 分
職員数

給 与 費

(人)
備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(千円)

共 済 費

(千円) (千円) (千円)

補 正 後
( )

0 238,622 453,921
69

補 正 前
( )

0 239,622 139,402 379,024 455,990
69

比 較
( 0 )

0 △ 1,000 △ 1,029 △ 2,029 △ 40 △ 2,069
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人
取扱業務手当

動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 8,692 2,083 14,255 1,074 50,809 41,664 529 9,262 4,153 5,760 50 28 14

の 内 訳
補正前 8,890 2,153 14,811 1,074 50,809 41,674 678 9,262 4,199 5,760 50 28 14

比　較 △ 198 △ 70 △ 556 0 0 △ 149 △ 46 0 0 0 0
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　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

千円

退職 千円
その他 千円

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,000

増 減 分

0 0

備 考

職 員 手 当

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,513

△ 1,513

昇 給 に 伴 う
0

増 加 分

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

給 料 △ 1,000
給 与 改 定 に 伴 う

△ 200

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( 58 )

60,542 73,396 27,386 161,324 20,121 181,445
35

補 正 前
( 59 )

65,439 73,396 27,870 166,705 20,121 186,826
35

比 較
( △ 1 )

△ 4,897 0 △ 484 △ 5,381 0 △ 5,381
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人
取扱業務手当

動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 0 862 1,462 0 0

の 内 訳
補正前 0 886 1,462 0 24,742

24,282 0

0 0 0 0

0 00 0 0 780

比　較 0 △ 24 0 0 △ 460 0

0 0780 0

0 0 0 00

△ 1,313

△ 1,000育児休業による減額



　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

4

区 分 一 般 行 政 職

41.5

(

-
0

計69 0 0.0

( )

労 務 職

( ) )計 ( ) ( )
100.0

40.6
( )

)
5.8

) 1

2 級 ()

1 級 ( )
28 級(

(

( )

( ))

2 級 ( ) (

3 級( )3 級 ( )
15 21.7

4 級 ( ) ( )
4 5.8

5 級 ( ) ( )
8 11.6

) ( )
10 14.5

)

(

令 和 ４ 年 12 月 １ 日 現 在
6

1 級 ( )
28

0.0
)

( ) (
4 5.8

( ) ( )2 級 ( ) ( ) 2 級

3 級 ( )
15

( 級21.7

4 級 ( ) ( )

5 級 ( ) ( )
8 11.6

( ) ( )
10 14.5

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ５ 年 ２ 月 １ 日 現 在
6

7 級 ( ) ( )

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) (％)

大 学 卒 189,461 185,200

高 校 卒 157,599 154,600

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円) 労 務 職 (円)

令 和 ４ 年 12 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 321,089
平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.0

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 295,132
令 和 ５ 年 ２ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 324,416

0

) 3 ( ) ( )

69

(
40.6

)
0

4

( )

計)

7

計 ( ) (

級 )

級 (

0
-
0

(

級)

5.8

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 291,144
平 均 年 齢 （ 歳 ）

級

(

1

100.0
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

上 級 社 会 福 祉 士

課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐
専 門 員 技 師

保 育 士
栄 養 士

有

社会福祉士技 師 補
主任保健師 保 健 師

4.400

保 健 師

級 等 に よ る 加 算 措 置

主 幹 園 長 園 長 上級保育士 主任栄養士

１ 級

保 育 士

室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師 主任保育士
主 事 補 栄 養 士

主 幹

上級栄養士

５ 級 ４ 級

技 師

上級専門員 係 長 主 査 主 事

２ 級

局 長 局 長 事 務 長 事 務 長

) ( ) (
国 の 制 度

( ) ( )
有

2.150 2.250 4.400

( ) ( )

( ) (
4.400

補 正 前
( ) (

2.150 2.250
)

補 正 後
( ) ( )

有
2.150 2.250

)
(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月

(人)

(人)

(人)

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

職 員 数 (Ａ) (人) 69 69

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)8

(人)

号 級

4 号 級

号 級

(人)

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

69職 員 数 (Ａ) (人) 69

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

区 分 ６ 級 ３ 級

一般行政職

課 長

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

2 号 級

2 号 級

社会福祉士主 任 社 会 福 祉 士



　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

（令和　年　月　日現在）

差 異 の 内 容

(2～20％加算)

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（月分）
最 高 限 度 そ の 他 の 退 職 時 特 別

備 考
（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分）
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